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足立区障がい者計画とは…

障害者基本法に基づき、障がいのある方のための基本的な施策を定める計画

令和6年度から令和11年度までの6年間を計画期間としながら、足立区の障
がい福祉施策をどのように進めていくかを定めたもの

障害者総合支援法・児童福祉法を受け、令和6年度から8年度まで
の3年間を計画期間として、障がい者や障がい児が利用するサービ
スの3年間の必要量を見込み、それを提供するための体制をどのよ
うに構築するかを定めたもの

足立区障がい福祉計画・障がい児福祉計画とは…

法的根拠は資料スライドを参照

※ 計画を一体的に策定すること、足立区地域自立支援協議会に意見を聞く
ことなども、すべてこれら関連法を根拠としている。



障害者基本法の目的と足立区がめざす障がい福祉との関係

☆ 障害者基本法の目的

全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけが

えのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会を実現する

☆ 足立区が共生社会の実現に向け掲げている基本理念

障がいの有無にかかわらず、誰もが住みなれたまちで、共に安心して

生活し続けられる足立区の実現



基本理念を実現する4つの視点（足立区基本構想との整合性）

• 視点1 ひと

障がい者福祉を支えるひとづくり（心のユニバーサルデザイン）

• 視点2 くらし

いつまでも住みなれた地域で安心して暮らし続けられる社会の実現

• 視点3 まち

安心して生活できる社会基盤の整備

• 視点4 区

協創を基盤とした共生社会の実現し続ける ひと まち 足立
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主に、こどもに対する取り組み

① 保育所等訪問支援利用者数

② ペアレントトレーニング等の支援プログラムの受講者数

③ 医療的ケア児コーディネーター養成研修修了者数

④ 重症心身障がい児（者）等在宅レスパイト事業利用者数・利用時間数

⑤ 気づきのしくみ協力園数・げんきの相談につながった件数

⑥ こども支援センターげんき発達支援係における発達相談場所数・相談件数

⑦ 児童発達支援・医療型児童発達支援利用者数・利用日数

⑧ 居宅訪問型児童発達支援利用者数・利用日数

⑨ 就学相談受付件数

⑩ 放課後等デイサービス利用者数・利用日数



学齢期から青年期への円滑な移行

① 特別支援学校と区が進路協議を行った回数

② 第一希望の区内障がい者通所施設に入ることができた割合



成人期の支援（障がい福祉サービスの充実）

① 居宅系サービス利用者数・利用時間数

② 短期入所利用者数・利用日数

③ 療養介護利用者数

④ 生活介護利用者数・利用日数

⑤ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）利用者数・利用日数

⑥ 宿泊型自立訓練利用者数・利用日数

⑦ 共同生活援助利用者数・区内定員数

⑧ 自立生活援助利用者数

⑨ 施設入所支援利用者数



対象者

• 常時介護を要する障がい者等であって、意思疎通を図ることに著しい支

障がある方のうち、四肢の麻痺および寝たきりの状態にある方、ならび

に知的障がい、または精神障がいにより、行動上著しい困難を有する、

身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・障がい児のうちスライド

次ページの1、2、3のいずれかに該当する方

ちなみに…

事業所は東京都内で１か所のみ。足立区の支給決定者数は0人。

居宅系サービス利用者数・利用時間数
重度障害者等包括支援（計画25ページ）



対象者の詳細

１ 重度訪問介護の対象者であって、次のいずれにも該当する方

a 医師意見書の「麻痺」における「左上肢、右上肢、左下肢、右下肢」にいずれも「ある」に認定

b 認定調査項目「寝返り」、「起き上がり」または「座位保持」において「全面的な支援が必要」と認定

c 認定調査項目「特別な医療に関連する項目」のレスピレータ―が「ある」と認定

d 認定調査項目「コミュニケ―ション」において「日常生活に支障がない」以外に認定

２ 重度訪問介護の対象者で、概況調査において知的障害の程度が「最重度」で、

次のいずれにも該当する方

a 医師意見書の「麻痺」項目で「左上肢、右上肢、左下肢、右下肢」のいずれも「ある」に認定

b 認定調査項目「寝返り」、「起き上がり」または「座位保持」において「全面的な支援が必要」と認定

c 認定調査項目「コミュニケ―ション」において「日常生活に支障がない」以外に認定

３ 行動援護の対象者であって、次のいずれにも該当する方

a 認定調査項目「コミュニケーション」において「日常生活以外に支障がない」以外に認定

b 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（12項目）の合計点数が10点以上

（障害支援区分6・障がい児はこれに相当する支援の度合い）



療養介護利用者数（計画 P26・５９）
• 医療機関において入院生活を支えるサービス。医療機関において医療的ケアと福祉サービスを併

せて提供するもの。医療的ケアおよび常時介護を必要とする障がいのある方が対象。

(1) 筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者等で、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行ってい

る障害支援区分6の方

(2) 筋ジストロフィー患者または重症心身障害者で、障害支援区分が区分5以上の方

• 主に昼間において病院で行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護

および食事、入浴、排せつ、着替えなど日常生活上の介助、日常生活上の相談や支援など

• 療養介護のうち医療にかかわるものは療養介護医療として提供されている。

• なお、23区内には、①東京都立東部療育センター（江東区）、②東京都立北療育医療センター

（北区）、心身障害児総合医療療育センター③むらさき愛育園と④整肢療護園（板橋区）

• 市部まで広げると、⑤東京都立府中療育センター（府中市）、⑦緑成会整育園（小平市）

⑥国立精神・神経医療研究センター病院（小平市）、⑧秋津療育園（東村山市）

⑨東京都立東大和療育センター（東大和市）、⑩東京小児療育病院（武蔵村山市）

⑪島田療育センター（多摩市）がある。



共同生活援助利用者数・区内定員数（計画 P28・65）

• 令和７年１月１日時点で、東京都内には1050事業所（ユニット数

は未確認）、足立区には55事業所（ユニット数：140くらい）が登録

• 介護サービス包括型：50事業所

• 外部サービス利用型：3事業所

• 日中サービス支援型：2事業所

• 都内全域ではほとんどが介護サービス包括型

• 外部サービス利用型は区部に多く、日中支援型は市部に集中して

いる印象



施設入所支援利用者数（計画 P28・68）

• 東京都全域：９４事業所（足立区内３事業所）

• 都内９４事業所のうち
• 障がい種別を特定しない：３事業所

• 身体障がいのみ：２４事業所

• 知的障がいのみ：５５事業所

• 身体＋知的障がい：１２事業所



成人期の支援（地域生活支援事業の充実）

① 日常生活用具（介護・訓練支援用具）給付件数

② 移動支援（個別支援型・車両移送型）利用者数・運行台数

③ 地域生活支援センター利用者数・登録者数・事業所数

④ 巡回入浴利用者数

⑤ 日中保護利用者数



巡回入浴利用者数（計画 P74） 1

ヘルパーによる自宅浴槽を利用した入浴やデイサービスでの入浴が

利用できない方を対象に、巡回入浴サービス事業所が自宅に浴槽を持

ち込み入浴支援を行うサービス。

【一定の需要はあるがそれほど利用者が増えない理由として考えられ

ること】

① 制度上、対象者が限定されている（スライド次ページ参照）

② 他の手段で入浴できている

③ 自宅スペースによって浴室の持ち込みができない例がある…

④ 年間利用日数に制限がある（年間52回：週1回程度）



巡回入浴利用者数 2

対象者

• 15歳以上64歳以下で、常時ねたきり状態の身体障害者手帳1・2級の肢体不自由で足立区に住
所を有する在宅の方

対象外となる場合

• 介護保険により同等のサービスを利用できる方

• 感染症等で医師または業者が入浴不適当とした方

• 福祉の住宅改修で湯沸器浴槽及び浴場改善の給付を受けた方

• デイサービス等で入浴サービスを受けている方

• 入浴介助を理由に居宅介護サービスを受けている方

• その他入浴サービスの実施が困難な方

• 1回あたり970円の定額制（生活保護受給世帯、中国帰国者等支援給付受給者費用負担なし）

• 年間52回、1か月の上限は5回



成人期の支援（地域移行支援の推進・ネットワーク・権利擁護）

① 地域移行支援利用者数

② 精神病床における１年以上の長期入院患者数

③ 地域定着支援利用者数

④ 障がい関連ネットワーク数・開催回数

⑤ 後見人等利用者数

⑥ 障がい者虐待の通報件数



成人期の支援（就労支援サービスの充実）

① 就労移行支援利用者数・利用日数

② 就労継続支援A・B型利用者数・利用日数

③ 就労移行支援事業所を通して一般就労に移行したもの

④ 就労定着支援利用者数

⑤ 障害者優先調達推進法に基づく優先調達実数・実績額



就労移行支援利用後の支援（計画 P27・85・86）

① 就労移行支援と就労定着支援の関係

② 就職後６か月は就労移行支援事業所による職場定着支援

③ 就労定着支援は就職後７か月目から（最長３年）

④ 就労定着支援終了後の支援者は？？



東京都の状況



成人期の支援（芸術・文化・スポーツ活動・相談支援
体制・地域生活支援拠点等の充実）

① 障がい者アート展の入場者数・出品応募数
② あだちスポーツコンシェルジュ相談者数・スポーツ活動へつなげた割合

③ 初級パラスポーツ指導員養成講習会修了者数・指導員の活動実績数
④ パラスポーツ普及・啓発事業の実施回数・参加者数
⑤ 相談支援事業所ネットワークの開催回数・参加事業所数
⑥ 区内相談支援事業所数
⑦ 計画相談支援・障害児相談支援利用者数
⑧ 重層的支援体制の整備

⑨ 地域生活支援拠点等担当者会議の開催
⑩ 手話通訳者等の派遣件数
⑪ ヒアリングループの貸し出し件数

⑫ 居住支援協議会の開催回数



地域生活支援拠点等担当者会議の開催(計画96ページ)

• 地域生活支援拠点等の整備については、ケアマネジメント評価

会議（足立区地域自立支援協議会に準ずる機関）にて検証・検

討を進めている

【今後の展開の一例】

• 地域生活における安心の確保に関する機能について

• 障害福祉サービスを支給決定されていない愛の手帳１・２度の方の実

態調査を検討する

• 緊急対応に関する事例を集積する

• 緊急対応の流れを整理する（マニュアルの見直し）

• 緊急対応の受け入れ先の開拓 など



地域生活支援拠点等担当者会議の開催(計画96ページ)

• 地域生活への移行等に関する機能について

• 地域移行の進捗・課題の整理・課題の共有

• 体験の機会に関する周知活動 など

• 地域の支援体制に関する機能について

• 強度行動障がいへの支援ニーズの把握方法等について、支援体制の整

備につなげるための検討を進める

• 地域生活支援拠点等コーディネーターの役割を整理する など

• 地域生活支援拠点等の周知について

• 相談支援事業所ネットワーク、家族会、その他の機関等に対して地域

生活支援拠点等の機能や役割などを周知する など



設置の目的
• 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（平成19年法律第112号）第51条の規定に基づき、低額所得者、

被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育している者その他住

宅の確保に特に配慮を要する者（以下「住宅確保要配慮者」と

いう。）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な措

置について協議するため、足立区居住支援協議会（以下「協議

会」という。）を設置する。

居住支援協議会の開催回数（P99）



協議内容

（１）住宅確保要配慮者の状況及び民間賃貸住宅市場に関する情

報の共有に関すること。

（２）住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居促進施策

に関すること。

（３）関係機関の連携に関すること。

（４）その他設置目的を達成するために必要な事項



足立区の取り組み
・お部屋さがしサポート事業を実施
・特に高齢者（単身高齢者）を中心に
住宅の紹介や転居支援を行っている

【委員構成】

学識経験者２名以内・不動産関係団体４名以内

居住支援団体等８名以内・区職員は１０名以内

（副区長、福祉部長、都市建設部長、高齢者施

策推進室長、建築室長、高齢福祉課長、地域包

括ケア推進課長）



資料編



足立区障がい者計画

根拠法令：障害者基本法

第十一条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策

の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策

に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）

を策定しなければならない。

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とする

とともに、当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町

村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町

村障害者計画」という。）を策定しなければならない。



第十一条

６ 市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、第三

十六条第四項の合議制の機関を設置している場合にあつてはそ

の意見を、その他の場合にあつては障害者その他の関係者の意

見を聴かなければならない。

８ 第二項又は第三項の規定により都道府県障害者計画又は市町

村障害者計画が策定されたときは、都道府県知事又は市町村長は

これを当該都道府県の議会又は当該市町村の議会に報告するとと

もに、その要旨を公表しなければならない。



第７期障がい福祉計画（市町村障害福祉計画）

法的根拠：障害者総合支援法

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの

提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な

実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」とい

う。）を定めるものとする。



２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の

提供体制の確保に係る目標に関する事項

二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談

支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込

み

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項



３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、

次に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指

定計画相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策

二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指

定計画相談支援及び同項第三号の地域生活支援事業の提供体制の

確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所、障害者職業セ

ンター、障害者就業・生活支援センターその他の職業リハビリ

テーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関

する事項



４ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等

の数及びその障害の状況を勘案して作成されなければならな

い。

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、

その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとともに、

第八十九条の二の二第一項の規定により公表された結果その他

のこの法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した

上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、市町村障害福

祉計画を作成するよう努めるものとする。



６ 市町村障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十第一項

に規定する市町村障害児福祉計画と一体のものとして作成する

ことができる。

７ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定

する市町村障害者計画、社会福祉法第百七条第一項に規定する

市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって障

害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたもの

でなければならない。

８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとす

るときは、あらかじめ、住民の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。



９ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会を設置した

ときは、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合に

おいて、あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう努めなければな

らない。

１０ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町

村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければならない。

１１ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとする

ときは、第二項に規定する事項について、あらかじめ、都道府県

の意見を聴かなければならない。

１２ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを都道府県知事に提出しなければならない。



障がい児福祉計画
根拠法令：児童福祉法

第三十三条の十九 内閣総理大臣は、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児

相談支援（以下この項、次項並びに第三十三条の二十二第一項及

び第二項において「障害児通所支援等」という。）の提供体制を

整備し、障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的

な指針（以下この条、次条第一項及び第三十三条の二十二第一項

において「基本指針」という。）を定めるものとする。

② 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

二 障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標に関する事項



三 次条第一項に規定する市町村障害児福祉計画及び第三十三条の二十二第一項に

規定する都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項

四 その他障害児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項

③ 基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十

七条第一項に規定する基本指針と一体のものとして作成することができる。

④ 内閣総理大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするときは、

あらかじめ、障害児及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるものとする。

⑤ 内閣総理大臣は、障害児の生活の実態、障害児を取り巻く環境の変化その他の事情

を勘案して必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更するものとする。

⑥ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。



第三十三条の二十 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支

援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円

滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）

を定めるものとする。

② 市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項

二 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量

③ 市町村障害児福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事

項について定めるよう努めるものとする。

一 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量の

確保のための方策

二 前項第二号の指定通所支援又は指定障害児相談支援の提供体制の確保に係る医療

機関、教育機関その他の関係機関との連携に関する事項



④ 市町村障害児福祉計画は、当該市町村の区域における障害児の数及びその障

害の状況を勘案して作成されなければならない。

⑤ 市町村は、当該市町村の区域における障害児の心身の状況、その置かれてい

る環境その他の事情を正確に把握するとともに、第三十三条の二十三の二第

一項の規定により公表された結果その他のこの法律に基づく業務の実施の状

況に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、

市町村障害児福祉計画を作成するよう努めるものとする。

⑥ 市町村障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画と一体のもの

として作成することができる。



⑦ 市町村障害児福祉計画は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八

十四号）第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社会福祉法

第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定

による計画であつて障害児の福祉に関する事項を定めるものと調和

が保たれたものでなければならない。

⑧ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとする

ときは、あらかじめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。

⑨ 市町村は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第八十九条の三第一項に規定する協議会を設置したときは、

市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとする場合において、

あらかじめ、当該協議会の意見を聴くよう努めなければならない。



⑩ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村

障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機

関の意見を聴かなければならない。

⑪ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第

二項に規定する事項について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければ

ならない。

⑫ 市町村は、市町村障害児福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。

第三十三条の二十一 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町

村障害児福祉計画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場

合にあつては、当該各号に掲げる事項を含む。）について、

調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当

該市町村障害児福祉計画を変更することその他の必要な措置

を講ずるものとする。



足立区基本計画

• 当区のあらゆる分野別計画のトップに位置する要の計画

• 足立区は、平成28年10月に、30年後を見据えた区民と行政の共
通の目標となる「足立区基本構想」（足立区の現状と課題や30
年後の将来像について語り合っていただいた）

• 基本構想で示した将来像「協創力でつくる 活力にあふれ 進化
し続ける ひと・まち 足立」の実現に向けて、区政全体の目標
や基本的な考え方、具体的な施策を体系的に定めたもの。

• 計画期間は平成29年度から令和６年度まで。令和２年度に中間
検証実施。令和３年度から令和6年度までの４年間の区政運営
は、改定後の計画により行う。



足立区地域保健福祉計画

• 区の最上位計画である「足立区基本構想」及び「足立区基本計
画」に基づき、保健福祉に関する高齢者、障がい者、子ども・
子育て等の各種計画の共通事項を定める上位計画として位置づ
け、庁内横断的に施策に取り組むことを目的として策定する。

• 地域福祉を推進するため、足立区社会福祉協議会が策定してい
る「足立区地域福祉活動計画」とも整合を図り、連携・補完し
ていく。


